
関
税
法
及
び
関
税
暫
定
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議

参

議

院

財

政

金

融

委

員

会

平
成
二
十
七
年
三
月
三
十
一
日

政
府
は
、
次
の
事
項
に
つ
い
て
、
十
分
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一

関
税
率
の
改
正
に
当
た
っ
て
は
、
我
が
国
の
貿
易
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
を
踏
ま
え
、
国
民
経
済
的
な
視
点
か
ら
国
内
産
業
、

特
に
農
林
水
産
業
及
び
中
小
企
業
に
及
ぼ
す
影
響
を
十
分
に
配
慮
し
つ
つ
、
調
和
あ
る
対
外
経
済
関
係
の
強
化
及
び
国
民
生

活
の
安
定
・
向
上
に
寄
与
す
る
よ
う
努
め
る
こ
と
。
ま
た
、
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
多
大
な
被
害
を
受
け
た
地
域
の
状
況
に

十
分
配
慮
し
た
税
関
手
続
の
弾
力
的
な
対
応
に
引
き
続
き
努
め
る
こ
と
。

一

危
険
ド
ラ
ッ
グ
乱
用
者
に
よ
る
犯
罪
・
重
大
事
故
が
深
刻
な
社
会
問
題
と
な
る
中
で
、
危
険
ド
ラ
ッ
グ
に
係
る
水
際
対
策

が
一
層
重
要
と
な
っ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
税
関
に
お
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
等
の
関
係
省
庁
と
の
連
携
及
び
情
報
共
有
を

強
化
し
つ
つ
、
一
層
厳
格
な
水
際
取
締
り
を
行
う
こ
と
。

一

最
近
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
進
展
等
に
伴
い
、
税
関
業
務
が
増
大
し
、
複
雑
化
す
る
中
で
、
適
正
か
つ
迅
速
な
税
関

業
務
の
実
現
を
図
り
、
ま
た
、
覚
醒
剤
・
危
険
ド
ラ
ッ
グ
・
銃
器
を
始
め
と
し
た
社
会
悪
物
品
等
の
水
際
取
締
り
の
強
化
や

テ
ロ
・
治
安
維
持
対
策
の
遂
行
に
よ
り
、
国
民
の
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
た
め
、
事
前
情
報
の
更
な
る
有
効
活
用
及
び
検

査
機
器
等
の
整
備
に
努
め
る
と
と
も
に
、
税
関
職
員
の
定
員
の
確
保
、
高
度
な
専
門
性
を
要
す
る
職
務
に
従
事
す
る
税
関
職

員
の
処
遇
改
善
、
機
構
の
充
実
及
び
職
場
環
境
の
整
備
等
に
特
段
の
努
力
を
払
う
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


